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〔研究ノート〕

ホームヘルパーの仕事に関する考察

西川真規子

翌年には530名に増員され，その後も毎年200名近

くの増員を続けた。昭和44年に，ねたきり老人に

対する援護事業分の4,400名増員も含め4,600名と

大鼓の増員があり5,900名となった。その後も順

調に増加し，昭和51年に老人，身体障害者及び

繭度心身障害児への奉仕貝派遣制度が統合ざれ

2,860名の増員があり，更に昭和57年には，従来

は低所得世帯（所得税非課税世帯）に限定されて

いた派遣対象が所得税課税世帯にも有料で拡大さ

れるに至り，3,298人の大幅増員があった。その

後は平成元年まで毎年2,000人弱の増員が行なわ

れ，さらに平成元年のゴールドプラン以降は毎年

５，６千人の急ピッチで増員がはかられた。ゴー

ルドプラン策定に伴い”厚生白書から家庭奉仕員

という名称が消え，代わりにホームヘルパーとい

う名称が用いられるようになる。その後の平成７

年の新ゴールドプランにおいて５年後の平成11年

の要員目標が17万人とされ，平成７年から平成１０

年の３年間では年間約３万人もの増員があった

(表１参照)。平成11年にはゴールドプラン21が策

定され，2004年度の要員目標は35万人と掲げられ，

更に急ピッチでの拡大が続いている。
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１．はじめに－ホームヘルパー数の推移

「ホームヘルパー」という名称は比較的新しく，

以前は「(老人）家庭奉仕員」と呼ばれていた。

老人家庭奉仕員事業は大阪市，長野県下などにお

いて昭和30年代初期に自発的に発生し，その成果

を鑑み,昭和37年になって国庫補助の対象となっ

た。当初の国庫補助派遣対象は東京都および５大

市を含め15の地方公共団体であった。

昭和37年に278名でスタートした家庭奉仕貝は

表１家庭奉仕員（ホームヘルパー）数の推移
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118ホームヘルパーの仕事に関する考察

を促進し，パートヘルパーとして積極的に活用し

ていくことが必要である」とあり，パート形態の

゛活用が一段と進んだことがうかがわれる。

２．家庭奉仕員の仕事一介護保険以前からの流れ

家庭奉仕員の働き方

老人家庭奉仕貝制度が国庫補助の対象となった

昭和37年の厚生白書によると，奉仕貝の派遣回数

は１家庭あたり少なくとも週１回以上，奉仕員１

人あたりの担当はおおむね６家庭となっておＩ)，

通常は１家庭に２回派遣となっている。また当時

の報酬は月1万2,000円程度で身分も「臨時雁や

嘱託が多い」とされている。

その後奉仕貝の担当世帯数や派逝回数は増力Ⅱし，

昭和50年の厚生白書では奉仕員１人あたりの担当

世帯平均が7.4家庭となり，派遣回数についても

｢週２回以上」となっている。その後の派遣世帯数

は昭和56年まで7.4～7.2家庭の間で推移している。

奉仕員1人あたりの派遣対象世滞とこれらに対

する派遣回数が増加するに伴い，雇用形態も一時

常勤にシフトしたと考えられる。昭和51年の老人

家庭奉仕員派遣事業運営要綱（S５１．５．２１社老

28）によると，老人家庭奉仕貝の勤務および選考

に関して留意すべき事項として，「勤務形態は，

原則として常勤とする」とある。ただし，「派遣

対象が少数のため常勤の勤務を必要としない場合，

奉仕員自身の事I11iにより常勤の勤務が困難な場合」

は非常勤とすることができるとしており，勤務形

態については市町村によってある程度の柔軟性が

あったと考えられる。

昭和57年に派過対象が課税世帯に拡大されたの

に伴い，ヘルパー数が大幅増員されたことは以前

に述べたが，昭和59年の老人家庭奉仕貝派遣事業

運営要綱（S５９．４．２５社老45）を見ると，派jfi

ln1数について，「当該老人の身体的状況，世帯の

状況等を勘案して決定すること」となり，具体的

な|ＩＪＩ数の言及はなくなる。また，｜可要綱では，ヘ

ルパーの常勤規定は消え，「家庭奉仕員の勤務形

態は，′恒常的，臨時的介護需要鼓などを総合的に

判断して決定するものとする」となっている。当

時の労働市場一般でも非正規化が進んだが，この

ころへルパーの勤務形態においても柔軟化，非正

規化が進んだと考えられる。

その後は，平成元年のゴールドプラン策定後の

大幅増員を受け，平成２年の厚生白瞥において，

｢労働力確保のため，主婦，中高年齢者等の就業

家庭奉仕員の職務内容

昭和37年の厚生白書によると，家庭奉仕員のサー

ビス内容は，「被服の洗濯，補修，掃除，炊事，

身の回りの世話，話し相手になることなど」となっ

ており,「中樹年層の婦人に適することから，FlE’

年婦人に就業の機会を与えるという副次的効果」

を有し，また，「貧困階層のしかも老衰の著しい

老人が大半であるため，家庭奉仕員の業務は容易

なものではなく，むしろ文字通り奉仕的な気持ち

が必要なわけである」とある。つまり，家庭奉仕

貝の職務は，中高年女性がその家事や生活経験を

生かせるような内容ではあるが，貧困や老衰など

問題をかかえる高齢者を対象としており容易な仕

事ではなく，前述のとおり低賃金で臨時雇,嘱託

と不安定な勤務条件の下，「奉仕の精神」で働く

ことが要求されていたのである。

その後，家庭奉仕員の増員が進められたのは前

述の通りであるが，昭和44年の大幅増員の頃から，

老人家庭奉仕員が居宅老人福祉対策の中核的な施

策として位世づけられるようになる。昭和44年の

厚生白書によると，家庭奉仕貝の仕事は，「孤独

な老人やねたきり老人の日常生活上の身の回りの

世話が主なる仕事であるが，その他に老人たちの

良き話し相手としての存在，いわば日常生活につ

いての相談貝ともいうべき存在を忘れることはで

きないであろう」としている。その後の白書にお

いても「老人の日常生活上の相談に応じること」

がサービス内容として重要な位置を占めるように

なる。

昭和51年の老人家庭奉仕貝派過事業運営要綱か

らも「相談」の比重が高かったことがわかる。同

要綱でのサービスの内容を詳しく見ると，ア・家

事，介護に関すること，イ．相談，助言に関する

ことの２類型となっており，ア．家事,介護に関

することとして，（ア）食事の'11話,（イ）衣類の

洗濯，補修，（ウ）住居等の掃除，整理整頓,（エ）

身の回りの世話，（オ）生活必需品の買物，通院

介助，（力）その他必要な家事，介護があげられ

ており，イ．↑Ⅱ談，助言に関することとしては，
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オ身体の清拭，洗髪，力通院等の介助その他必要

な身体の介護，と作業の専門分化が見られ，標準

化が進んだことがうかがえる。

更に，ゴールドプラン策定を境に事業主体の多

様化や対象要件の緩和が進んだ。以前は，事業主

体は市町村であり「やむをえない理由がある場合」

においてのみ，市町村は派遣世帯，サービス内容

及び費用負担区分の決定を除きこの事業の一部を

当該市町村社会福祉協議会等に委託することがで

きるとされていたのが，平成元年の老人家庭奉仕

貝派遣事業運営要綱では，「事業の実施主体は，

市町村とし，その責任の下にサービスを提供する」

とあるものの，「実情に応じ派遣世帯，サービス

内容及び費用負担区分の決定を除きこの事業の一

部を市町村社会福祉協議会，特別養護老人ホーム

等を経営する社会福祉法人及び昭和63年９月16日

労福27号，社更187号老人保健福祉部長，社会局

長連名通知による「在宅サービスガイドライン」

の内容を満たす民間事業者等に委託することがで

きる」となっている。前述の通り平成２年の厚生

白書にパートヘルパーの積極活用について言及さ

れているが，この頃民間事業者の参入やへルパー

の大幅増員とあいまって更にヘルパーの非正規化

が進んだのではないだろうか。また同白聾におい

ては，「基幹的ヘルパー」と「パートヘルパー」

の区別が見られ，両者の差別化もある程度進んで

いったのではないだろうか。

平成７年の新ゴールドプラン策定によって，

｢利用者本位・自立支援」が目標としてかかげら

れるようになった。「利用者本位・自立支援」と

は，「高齢者がその心身の機能を最大限に活用し

できるかぎり自立した生活を営むことを支援する

ために保健福祉サービスは提供されるべきであり，

このためにサービスを高齢者個々人の意思と選択

をできる限り反映きせ利用者本位のものとして提

供していくべきこと」を示す（Ｈ７年厚生白書)。

その後，「利用者本位・自立支援」の理念に鑑み，

また介護保険の導入を控え，介護支援専門員（ケ

アマネジャー）が平成10年に創出された。前年の

平成９年の厚生白書では，ケアマネジャーに期待

されるものとして，（１）支援機能：利用者であ

る高齢者や家族の相談に応じ，それを支援する機

能が求められる。高齢者や家族の不安を取り除き，

け）生活，身上に関する相談，助言，（イ）その

他必要な相談，助言となっている。現在のサービ

ス内容に比べると，家事と介護が同分類となって

いること，またこの中で，家事項目では現在につ

ながる分類はみられるが，介護項目については，

｢身の回りの世話」という非常に大くくりの分類

となっており，家事サービスはともかく身体介護

については現在のような標準化，専門分化が進ん

でいなかったことがうかがわれる。一方で相談，

助言が別立てとなっていることから，これらの比

重が現在に比べて高かったことがわかる。その後

の白書を見ても，「老人の生活，身の上に関する

相談，助言」はサービス内容で別立てとなってお

り，相変わらず重要な位置を占めていることがわ

かる。前述の通り，昭和57年のサービス有料化に

伴い，家庭奉仕員が大幅増員ざれ派遣事業が拡大

したがⅢこの頃から家庭奉仕員の職務としての，

相談・助言業務の比重が低くなり，家事や介護の

比重が高まったのではないかと考えられる。

昭和60年代に入ると，市町村における在宅サー

ビスの組織化が鮮明になる。昭和60年には，主任

家庭奉仕員制度が創出Ｉされる。昭和60年の白書

においては，主任家庭奉仕員は，「家庭奉仕員間

の連絡・指導・助言等を行なう」とされている。

更に，昭和62年には，市町村レベルで個々の要介

護高齢者の処遇のあり方を具体的に検討する「高

齢者サービス調整チーム」が設置された。この高

齢者サービス調整チームには市町村の下で働く家

庭奉仕貝も関与していたと考えられる。「高齢者

サービス調整チーム」は，「派遣の要否を決定」

し。「家庭奉仕員の派遣回数，時間数，および内

容並びに費用負担区分の決定」や，「他の老人福

祉に関する諸事業及び老人保健に関する諸事業等

との連携を図る」ものと位置づけられている（老

人家庭奉仕員派遣事業運営要綱Ｈ元．５．２９労

福102)。

この頃から，サービス内容も「身の回りの世話」

からの脱皮が進んだと考えられる。以前は家事と

同分類されていた介護であるが，平成元年の老人

家庭奉仕員派遣事業運営要綱では，（１）身体の

介護に関すること，が（２）家事に関すること，

から独立し，その内容についても，ア食事の介護，

イ排泄の介護，ウ衣類着脱の介謎，エ入浴の介護，
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ある。前述の通り，昭和57年のサービス有料化に

伴い，家庭奉仕員が大幅増員され派遣事業が拡大

したが，この頃から家庭奉仕員の職務の標準化が

ある程度進み採用時研修の導入にもつながったの

ではないだろうか。

平成元年のゴールドプラン策定後の家庭奉仕員

大幅増員の中で，その労働力確保の対象とぎれた

のは，老人家庭奉仕員事業創設当初とあい変わら

ず「主婦」であった。ただし，平成元年の老人家

庭奉仕員派遣事業運営要綱を見ると，前記要件

け）の「家事，介護の経験と相談助言の能力を

有すること｣，が「老人の介護，家事及び相談助

言を適切に実施する能力を有すること」となり，

家庭の主婦を前提とした文言がやや中立的な形へ

と変更されている。しかし，平成２年の厚生白書

には，「今後は，労働力確保のため，主婦，中高

年齢者等の就業を促進し，パートヘルパーとして

積極的に活用していく」「パートヘルパーが参加

しやすい段階別研修システムを導入することが必

要である」とあり，中高年主婦のパート労働が前

提となり採用や人材育成が進んでいった様子がう

かがえる。

その後，平成７年の新ゴールドプラン策定によっ

て,「利用者本位・自立支援」が目標としてかか

げられるようになったのは前述の通りであるが，

これに伴い人材要件にも変化が見られる。平成９

年の白書では，介護サービス提供者への期待とし

て，「介護サービスは，人間を対象とする「対人

サービス」であり，サービスの良し悪しは，介護

サービスを提供する人材の「個人的な資質」に依

存する面が強い」「｢利用者本位』の介護サービス

を実現していくためには，高齢者の状態を的確に

把握する能力，適切なサービスを裏打ちする介護

技術，多様な社会資源を有効に活用することがで

きる幅広い知識を持っていることが必要となる」

｢重要なことは「やさしさ」と「高い倫理観」を

兼ね備えていることである。高齢者は，介護を必

要としている点で既に弱い立場に追い込まれてい

る。提供者は，そうした心情を理解し，しかも，

個人の秘密に関わっていることを忘れてはいけな

い」とある。このように人材要件については，中

高年主婦が家庭と両立しながらできるような仕事

という考え方がある一方で，ゴールドプラン，新

一緒になって問題に取り組み，外部に対して代弁

者として活動する，（２）調整機能：個々の高齢

者の状態を把握して上で，関係者を調整し，必要

なサービスを組み合わせ，適切に提供する体制を

作り上げる，（３）監視機能：高齢者に対して状

態に応じた良質なプランが提供されているかどう

かを継続的に監視する，サービス計画（ケアプラ

ン）の策定と実施に関与し，介護サービスの質の

確保に努める，をあげている。ケアマネジャーの

登場によって，従来市町村や，その下で働くヘル

パーや高齢者サービス調整チームが担っていた業

務，特に相談や助言，支援業務がケアマネジャー

に移行し，ホームヘルパーの職務は，家事支援や

身体介護というより具体的なサービス提供に特化

していったと考えられる。

家庭奉仕員の要件

前述の通り，老人家庭奉仕員事業については昭

和37年の創設当初から「中高年の婦人に就業の機

会を与える」ことが副次的効果として期待されて

きた。昭和51年の厚生白書では，「社会福祉サー

ビスにおける婦人の役割」と題して，婦人の果た

している役割の大きい職業として，保母や母子相

談員・婦人相談員，民生委員に並んで，家庭奉仕

員を取り上げている。

昭和51年の老人家庭奉仕員派遣事業運営要綱に

よると，老人家庭奉仕員は，（ア）心身ともに健

全であること，（イ）老人福祉に関し，理解と熱

意を有すること，（ウ）家事，介護の経験と相談

助言の能力を有すること，の三要件を満たすもの

を選出するとしている。ここでも「家事，介護

の経験」に代表されるように，実質上は主婦を念

頭にしていたことがわかる。２また，当時家庭奉

仕員になるための事前研修は存在しなかった。た

だし，同要綱にはｉ研修について，「年１回以上

研修を受けさせるものとすること」となっており，

現任者への研修は行なわれていたようである。

昭和59年の老人家庭奉仕員派遣事業運営要綱に

おいて，家庭奉仕員の選考要件は上記３件とかわ

りがないが，研修については，年１回以上の定期

研修の他，「家庭奉仕員の採用等にあたっては，

採用時研修を実施するものとする」とある。ただ

し，現在のような採用前ではなく採用後の研修で
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生活を尊厳をもって送ることができるような，在

宅介護サービスの質の確保が正視されるようになっ

た。また介護保険法の施行に伴い，高齢者の介護

サービス利用が「措置」から「契約」へ移行し，

｢利用者本位」の介護の重要性がより高まった。

ゴールドプラン21では多様な事業者の参入促進

がうたわれている。2000年の居宅サービス事業者

の指定件数を見ると，社会福祉協議会が13.596,

社協以外の社会福祉法人が37.1％，医療法人111

％，営利法人26.2％，民法法人・生協・腱協等が

4.496,地方公共団体が5.096,その他ＮＰＯ法人

などが2.896となっている（平成12年厚生労働

ｐｉｌ１:)。

居宅サービス事業者のうち，訪問介護事業所は

年々増加しており，平成12年には9,833事業所，

平成13年には11,644事業所（前年比18％増)，平

成14年には12,379事業所（同６％増）となってい

る（介護サービス施設・事業所調査)。

ゴールドプランの策定によって，判断力や介護の

技術力，及び「やさしさ｣，「倫理観」といった個

人資衝に注目するといった変化が見られるように

なる。

３．ホームヘルパーの仕事の特徴一介護保険制度

施行以降

介護保険以降の働き方

平成９年11月に介護保険法が成立し，平成12年

４月から施行となった。またその前年平成11年に

ゴールドプラン21が策定され，①活力ある尚齢者

像の構築，②高齢者の尊厳の確保と自立支援，③

支えあう地域社会の形成，④利)Ⅱ者から信頼され

る介護サービスの確立，という４つの基本目標が

かかげられた。このうち，ヘルパーの働き方に関

係が深いのは,「高齢者の尊厳の確保と自立支援」

及び「利用者から信頼される介護サービスの確立」

である。高齢者が自らの意思に基づき，自立した

図２訪問介護事業所経営主体別構成
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資料出所：介謹サービス施i没・事業所調盃

20人程度までの小規模事業所割合が減り，逆に５０

人以上の規模の事業所が増えていることがわかる。

訪問介護事業所の経営主体別構成を年度別に見

ると，liXl2のようになる。地方公共団体や社会福

祉法人（社協を含む）の割合が年々減少し，その

一方で民間会社の比重が増している。３

更に，ｌ事業所あたりの利用者の数の拡大が見

られる。平成12年における１事業所あたり利111人

員は平均47.2人であったが，これが平成13年には

54.0人，平成14年には61.5人となった。また事業

所の利I1j者人数|階級別構成は図３のようにな}〕，
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図３利用人員階級別事業所檎成
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資料出所：介溌サービス施設・事業所調森

同調査によってｌ事業所あたりの常勤換算従事

者数を見ると，訪問介護では，平成12年には常勤

3.9人，非常勤3.7人の合計7.6人であったのに対し

て，平成13年には常勤4.0人，非常勤4.5人の合計

8.6人となっている。全体的に事業所の規模が大

きくなり，また非常勤の割合が高まっていること

がわかる。↓

介護保険の導入に伴い，指定訪問介護事業所に

サービス提供責任者の設置が義務付けられた。サー

ビス提供責任者の業務は，１．利用者毎の訪問介

護計画の作成，２．訪問介護計画の利用者・家族

への説明，３．訪問介護計画の実施状況の把握・

変更である。サービス提供責任者は，「常勤の訪

問介護貝等であって専ら指定訪問介護の職務に従

事するもののうち事業の規模に応じて１人以上の

者をサービス提供責任者としなければならない」

とされた（指定居宅サービス等の人員，設備及び

運営に関する基準５条２項)。事業の規模とは，

ア．月間の延べサービス提供時間が概ね450時間

又はその端数を増やすごとに１人以上，イ．訪問

介護貝の数が10人又はその端数をふやすごとに１

人以上のいずれかに該当する場合をいう。このこ

ともあり，上位資格所持者＝常勤のサービス提供

賀任者，下位資格保持者（主に２級へルパー）＝

非常勤の現業者という２極化が進んでいるのでは

ないだろうか。

訪問介護従事者数にも伸びが見られる。平成１２

年には常勤換算値で76,973人であったのが，平成

１３年には104,019人とな}〕，３５％もの増加が見ら

れる。平成１３年の介護サービス施設・事業所調査

によると，常勤換算であるが，常勤者が49％，非

常勤者が51％となっている。

介護職員のうち介護福祉士資格所持者の割合は

全体の18％（平成12年１９％）で，このうち常勤・

非常勤が各々87％，１３％（同90％，１０％)，ホー

ムヘルパー１級所持者の割合は全体の９％（同１１

％）で，常勤・非常勤が各々76％，２４％（同81％，

19％)，ホームヘルパー２級所持者の割合は全体

の63％（同59％）で，常勤・非常勤が3496,6696

(同35％，６５％)，ホームヘルパー３級所持者は全

体の２％（同６％）で，常勤・非常勤は１４９６，８６

％（同1396,87％）となっている（介護平成13年

介護サービス施設・事業所調査，常勤換算(ｌｌｉ)。

所持資格が高くなるほど常勤者の割合が増えるが，

介護福祉士，ヘルパ－１級所持者の上級資格所持

者でも，平成12年から平成13年の１年間に非常勤

化が進んでいるのがわかる。また，２級へルパー

はへルパーの３分の２近くを占めるが，平成12ｲ１２

から平成13年の１年間に２級ヘルパーへの集'''化

が更に進んでいることがわかる。２級へルパーに

おいては非常勤が約３分の２と多数を占めている、

３級ヘルパーは政府の２級課程取得の奨励もあり

その割合が減少していることがわかる。
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ルパーが多い。したがって，これら三類型のうち

どれを主に行なっているかでその報酬が変わって

くる傾向が見られる。2000年に実施された調査に

よると，時間給のへルバーのうち身体介護の平均

箇金は時給1,457円，複合型は1,251円，家事援助

は1,056円となっている（介護労働安定センター

｢介護労働実態調査｣)。その後，事業所からは，

｢単価の低い家事援助の割合が高く事業の採算が

取れない｣，ヘルパーからは，「身体介護と家事援

助の単価差が職務の難易度を反映していない」な

ど問題点があがり，2003年度より報酬体系が改定

され，身体介護と生活援助の２類型となった。そ

れぞれの30分以上1時間未満の単価は，402単位，

231噸位となっている｡６

ホームヘルパーの職務内容

介護保険法施行後，サービスの内容は，大きく

身体介護と家事援助に２分され，それぞれが更に

細分化された作業項目に分かれ，作業の標準化

専門分化が進んだ。身体介護とは，「①利用者の

身体に直接接触して行なう介助サービス，②利用

者の日常生活活動能力（ＡＤＬ）や意欲向上のた

めに利用者と共に行なう自立支援のサービス，③

その他専門的知識・技術をもって行なう利用者の

日常生活上・社会生活上のためのサービス」をい

う。直接的な身体介護サービスのみならず，利用

者のＡＤＬや意欲向上のための「自立支援」サー

ビスを含むところに特徴が見られる。また，家事

援助とは，「身体介護以外の訪問介護であって，

掃除，洗濯，調理などの日常生活の援助であり，

利用者が単身，家族が障害・疾病などのため，本

人や家族が家事を行なうことが困難な場合に行な

われるもの」をいう（老計第10号平成12年３１１１７

日)。身体介護，家事援助には中分類，小分類，

さらに細かい分類がある。身体介護の中分類につ

いては，1-0サービス準備・記録等，１‐１排泄・

食事介助，1-2清拭・入浴，身体整容，１‐３体

位変換，移動・移乗介助，外出介助，１‐４起床

及び就寝介助，１‐５服薬介助，１‐６自立生活支

援のための見守り的援助となっており，家事援助

についての中分類については，２‐０サービス準

備等，２－１掃除，２‐２洗濯，２‐３ベッドメイク，

２－４衣類の整理・被服の補修，２‐５一般的な調

理，配下膳，２‐６買物・薬の受け取りとなって

いる。措置時代には，相談・助言が独立した分類

項目としてあったが，この分類はなくなり，一部

身体介護のなかの小分類である「相談援助，情報

収集・提供」として残っていると考えられる｡５

サービス内容は，身体介護と家事援助に２分さ

れているが，2000年の介護保険導入時には事業者

に支払われる報酬体系について，更にこれらに複

合型を加えた三類型となった。各分類の報酬単価

はその作業の難易度や専門性ではなく，事業所の

サービス提供時間に基づき設定されており，３０分

以上1時間未満の場合，身体介護402単位，家事

援助153単位，複合型278単位となった。常勤へル

パーの場合，月給あるいは日給で報酬を受け取る

ものが多いが，非常勤へルパーの場合，時給のへ

ホームヘルパーの要件

介護保険法の下において，訪問介護を行なうこ

とができるのは，「介護福祉士その他政令で定め

る者」であり，「その他政令で定める者」とは，

ヘルパー研修の課程を修了し，終了証明書の交付

を受けた者である。

介護福祉士とは国家資格であり，介護福祉士法

によると，「専門的知識及び技術を持って，身体

上又は精神上の障害があることにより日常生活を

営むのに支障がある者につき入浴，排泄，食事そ

の他の介護を行ない，並びにその者及びその介護

者に対して介護に関する指導を行なうことを業と

する者」とされている。その資格取得には，養成

施設に２年間通うか（卒業と同時に資格取得)，３

年以上の実務経験後介護福祉士試験を受験し合格

するかが主な方法である。厚生労働省によると，

平成14年の介護福祉士登録者数は約30万人，この

うち１３万人弱が養成施設修了者で，１７万人強が国

家試験合格者である。

ヘルパー研修には３つの段階があり，もっとも

下位に位置する３級課程は，計50時間の講義，演

習，実習で構成され，訪問介護貝が行なう業務に

関する基礎的な知識及び技術を習得を目的として

いる。２級課程は，計130時間の講義，演習，実

習で，訪問介護貝が行なう業務に関する知識及び

技術の習得を目的としている。１級課程は計230

時間の講義，滅習，実習で，２級課程において習

得した知識・技術を深めるとともに，主任訪問介
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｢サービスの質の確保と向上」を取り上げている。

国保連合会苦情申し立て内容別類型を同報告書で

見ると，ｌＺ１４のようになる。これによるとサービ

スの質，従業者の対応，管理者等の対応，説明情

報の不足，具体的な被害・損害など，介護サービ

ス従事者に関わることがらが多いことがわかる。

図４国保連合会苦情申立内容類型

（I1fljllil3年４１j分～平成1411ﾐ３１]分／398件）

護員（訪問介護員のうち，他の保健医療サービス

又は福祉サービスを提供する者との連絡調繋，他

の訪問介護員に対する指導監督その他の訪問介護

を適切かつ円滑に提供するために必要な業務を行

なう者）が行なう業務に関する知識・技術の習得

を目的として，２級課程修了者を対象として行な

われる。ちなみに介護福祉士資格所持者は自動的

にへルパー研修1級終了とみなされる。

研修レベルが上がるほど実習の比重が間ま}Ｌ

逆に講義や減習の比重は低まる。３級課程での講

義・演習・実習に割かれる時間は，それぞれ順に

50％，3496,16％であるが，これが２級課程にな

ると，４５％，３２％，２３％となり，１級課程では，

37％，2796,3796となる。厚生労働省の盗科によ

ると，平成13年度の1級課程修了者は1万４千人，

２級課程修了者は30万２千人，３級課程修了者は

３万５千人であり，修了者の86％が２級課程で占

められる。

もっとも，ヘルパー研修修了者のうち実際にへ

ルパーとして働いているのは一部である。2000年

現在で，実働しているへルバーは専従で２万８千

人，非常勤で１０万９千人（常勤換算で３万人)，

兼務で６千人（常勤換算で３千人）である（第２

回社会保障榊縦会介護給付費分科会盗料)。

尚，ヘルパーの管理的業務に従事するサービス

提供責任者（主任訪問介護員）の要件としては，

１．介護福祉士，２．１級課程の研修修了者，３．

２級課程の研修修了者で実務経験３年以上?のい

ずれかに該当しなければならないとされている。

の

者
度

薑 ３９ 

、

(平成14年４月分～平成14年12月分／332件）
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(ff料ｌＩＩｉｌｉ：ｌｊｊＸ生労働省「2015年のilPlj齢者介護」４．むすびにかえて

平成16年度末を終期とする「ゴールドプラン21」

後の新たなプランの策定の方向･性，’１ｺ長期的な介

護保険制度の課題や高齢者介護のあl〕方について

検討するため2003年に厚生労働省に設置された高

齢者介護研究会は，そのとりまとめとして「2015

年の高齢者介護一高齢者の尊厳を支えるケアの確

立に向けて」という報告書を出している。そこに

は今後のヘルパーの職務や働き方についてどのよ

うな示唆がなされているのだろうか。

同報告書では「尊厳を支えるケアの確立」を中

心課題としているが，その方策のひとつとして

これを受け，同報告書でも介護サービス従事者

の資質の向上，人材育成が大きな課題であるとし

ている。

また同報告書では，高齢者介護の今後の重要課

題として「痴呆性高齢者ケア」をとり上げており，

これまで身体機能の障害に対するケアはある程度

体系だった対応ができつつあるが，要介護高齢者

のほぼ半数がかかえる痴呆に関する知識と理解が

不十分であることを指摘している。そして，痴呆

性高齢者ケアには，高齢者のそれまでの生活や個

性を尊重しつつ，本人主体のアプローチが必要で
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あると指摘している。

更に，同報告書では〆介護サービス従事者の資

質向上，人材育成には，「介護現場に高い魅力を

持たせること，適時適切な教育研修の体系化とそ

れを受ける機会の確保，スキルの向上の仕組み，

従業者としての要件化を図るべきである」「人材

の育成に当たっては，単に知識が豊富なだけでは

なく，介護が高齢者を対象とする対人サービスで

あることからも，人と共感できるような人材を育

てていくように配噸しなければならない」として

いる。

一方で，介護保険以降，ホームヘルパーとして

働くには，介護福祉士やヘルパー研修課程の修了

が必要とされたが，その後の現任者に対する資質

向上や人材育成のための体系的な研修の仕組みは

用意されていない｡劇また前述の通}〕，ヘルパー

の非常勤化が進んでおりロ非常勤ヘルパーに多い

時給ヘルパーの場合，利用者宅での実働時間にの

みしか賃金が支払われない者が多いなどの問題も

露呈しており，学習機会の確保が難しいと考えら

れる。さらに，fljlIl者主体のケアマネジメントの

効果的な運営には，在宅介護にかかわる異なる職

種間での連携・相互学習の重要性が増すが，時給

ヘルパーの場合このような機会の確保も難しいで

あろう。

本論においては，ホームヘルパーの職務を歴史

的な発展を含めて考察した。家庭奉仕員制度創設

当初のホームヘルパーの職務は，高齢者の「身の

厄|})の１１t話」という色彩が強かったが，その後，

在宅介護需要の増加やこれに伴う度重なるヘルパー

増員およびゴールドプラン，新ゴールドプラン，

さらにはゴールドプラン21の実施に伴い，「身の

回})のI化話」から脱皮し，身体介護における専門

分化や標準化利用者の「自立支援」のためのケ

アへと発展していった。一方，身体機能の状態に

応じたケアの体系化が進む中で，痴呆など糀神上

の障霄に対するケアはいまだ未発達であるとさ

れる。

このような中，ホームヘルパーの要件も，家庭

の主婦から，介護に関する科学的な知識へ，さら

には商齢者の尊厳を支える「人と共感できる魁か

な人'''１性」へと変化してきた。一方で，事業者参

入規制の緩和によって多様な事業者の下で働くホー

ムヘルパーが増え，ヘルパー職の就業形態や労働

条件の多様化，非常勤化が続々進んでいる。この

2つの流れをどのようにしたら両立していけるの

だろうか。今後の課題は大きい。

１昭和60年において188人の設置，６１年には187人

の増員が行なわれた。

２実際，縦者が2003年２月に聞き取りを行なった，

この頃に家庭奉仕貝として採用された60歳代の女

性の話では，「結婚していること。子供を育てた経

験があれば尚良い｡」という採用条件であったと

いう。

３ＷＡＭ－ＮＥＴよると平成15年４月現枇，訪問介

護事業所にＩＩｉぬる社会福祉法人は5,214,地方公共

Ｍ１体は256．憐利法人は8,281であIl歓利法人の

数のほうが多くなっている。

４筆者の2003ｲＩｆ８月に行なった聞き取りによると，

大手民間へルパーのほとんどが非常勤職であり，

これらを束ねるサービス提供資任者においても非

正規化が進んでいたｃ

５むしろこの部分については，利用者の介護サー

ビス計iiiii（ケアブラン）を立てる介護支援専門員

（ケアマネジャー）の仕事へとシフトしたと考えら

れる。つまI)，措置時代は現在のケアマネジャー

が行なっているようなｲﾋﾘﾄをある程度は家庭奉仕

１！（のちのホームヘルパー）が行なっていたとい

うことになる。篭者の聞き】|I(1)でも介護保険以後

の主な変化として，「ヘルパーは，ケアマネジャー

が立てたケアブランに沿って働くのが基本となり，

利用者の要望や苦情などケアマネジャーが対処し

てくれるようになったので働きやすくなった」と

いう意見があったｃ一方で，介護保険後は，「今ま

でやっていたのに（ケアプラン上）できなくなっ

たサービスがあI〕，仕１１jがやりにくくなった」と

いう声も|刑かれた。このような意味でのヘルパー

のElli]裁fit皮は減ったのではないだろうか。

６ただし．現在の報酬の２類馴化についても１本

化すべきだとの声があがっている。

７ただし，２級課程終了実務経1険三年以Izのものに

ついてのl1XI)扱いは暫定的なものとされ，１級課程，

または介護編祉|ご資格収１１卜に努めること，となっ

ている。

８１域柴労lmI1打では，訪１１１１介護貝資衝向｣２鞭推進事
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業を平成14年から予算化し，（１）訪lHj介謹適正実

施研修小業一サービス提供責任者を対象として，

適切な効lIlj介溌作成等の技術向上のための指導方

法等についての研修．（２）テーマ別技術Iri)上研修

事業一現任の２級ヘルパーを対象とした，｜]々の

業務において直面する個別の問題に対応したテー

マ別研修，（３）訪問介護計画作成・雁llM研修事業一

質の闘いサービス提供責任者を鍵成する観点から

現任の２級ヘルパーを対象とし，他峨極合同での

耶例iii(習等を通じた，鰻適な訪ｌｌＩｊ介識計iujiの作成・

展開技術を身につけるための研修，（４）離島等に

おける諭|Ｍ１介護貝養成事業一訪問介識貝の供給が

困難な離島．IIllIIj，へき地等への就業予定者を対

象とした研修，（５）訪問介護貝資質ｌｉ１上小業－３

級へルバーを対象とした２級研修。（６）諭１ＭI介護

員養成研修円滑化事業一実習受け入れ施設等の把

握及びリスト作成・公示と，就業nIii定者等に対す

る実習受け入れ費用の補助を，実施主体を都道府

県として，開始した。しかし，これら研修を受講

するかどうかは，個々の事業所，ヘルパーの裁斌

にまかされており，利用者宅での実働時'111にのみ

給料が支給される時給ヘルパーも多い中，自主的

な研修受識は難しいと考えられる。

Hosei University Repository


